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☆ エピペン®や内服薬を処方されていない（持参していない）人への対応が必要な場合も、基本的には

「アレルギー症状への対応の手順」に従って判断してください。その場合、「エピペン
®
使用」や

「内服薬を飲ませる」の項は飛ばして、次の項に進んで判断してください。

保育所・幼稚園・学校では、食物アレルギー対応委員会を設置してください。

教員・職員の研修計画を策定してください。「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライ
ン」（平成２０年　財団法人日本学校保健会発行）及び文部科学省からの通知や指針を参考として
校内・施設内での研修を実施してください。

緊急対応が必要になる可能性がある人を把握し、生活管理指導表や取組方針を確認するとともに、
保護者や主治医からの情報等を職員全員で共有してください。

緊急時に適切に対応できるように、本マニュアルを活用して教員・職員の役割分担や運用方法を決
めておいてください。

緊急時にエピペン
®
、内服薬が確実に使用できるように、管理方法を決めてください。

「症状チェックシート」は複数枚用意して、症状を観察する時の記録用紙として使用してください。
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